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（１) はじめに
国家的に重要な基盤整備や環境に影響を与える大規模施設の建設政策に
ついて、それらが具体的な処分、もしくは実質的な処分としての性格を有
する行為がなされた段階で司法審査の対象になることは、イギリスでも日
本でも差異がない。しかし、それらが、政策決定の段階で司法審査の対象
となることは日本では考えられないことである。最近までイギリスでも、
このような事情は日本とほぼ同様であった。
しかし、国家的に重要なプロジェクトで環境に影響を与えることになる
エネルギー政策や交通・運輸政策について、イギリスではそれらの政策が
裁判所によって取り消される、もしくは違法宣言がなされるという事態が
生じてきている。そして、この事態が生じた当初は、このような政策決定
665
段階での司法的介入はいまだ例外的なものであるとの評価がなされていた
が、その後の学説・判例の変化とともに、環境にかかわる政策決定につい
ての公衆参加を求めるオーフス条約が批准されることで、公衆参画が適正
になされていない政策決定が自然的正義にもとづく公正の要請に違反する
として、違法と評価される可能性が増大してきた。その評価の際、実施さ
れた公衆参画が公正の要請に適合しているか否かの判断基準の最も重要な
ものとして明確な姿を現してきているのが、政策決定の前提としての国民
への意見聴取（consultation）である。そして、近時、判例動向やオーフ
ス条約の批准を基礎に、国家的に重要な基盤整備的性格を有するプロジェ
クトの政策決定について、国民への意見聴取をおりこんだ政策決定システ
ムが法律レベルで採用され、そこでは意見聴取を経て決定された政策につ
いての訴訟が認められたことから、この訴訟において当該意見聴取が法的
な公正の要請を充足しているか否かを争点とするタイプの訴訟が増大する
可能性が指摘され始めている。
エネルギーや交通・運輸政策などの政策形成過程において、それを各省
が決定する過程に、諮問委員会という形で国民の意見が反映されるという
形態は日本においても日常風景である。しかし、この委員会については、
委員の選出において、内閣や各省の意向に反する者が選出されることは極
めてまれであり、そこで出てくる答申も諮問した側の意向に反するもので
ある場合は多くはないであろう。従来の多くの委員会・審議会の審議実態
は、政策決定段階への国民参加という目的を実現する水準を有するもので
あるとは言い難い。
そこで、政策決定過程への国民参加を、実質をもった形で保障するため
に、政府が特定の重要な政策に関する意見聴取のための資料を徹底的に公
表し、それに対して国民（特に多くの専門家や専門家グループのみでなく、
その問題に感心をもつ一般国民）から直接に意見を聴取し、政策決定には必
ず意見聴取の結果を反映させなければならないとする制度の創設は極めて
有益であると思われる。現状の日本の国会や審議会・委員会などのルート
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による政策決定は、その決定過程での討議の質と量という点で、国民を納
得させることができない場合が少なく
(１)
ない。
以下、政策決定に至る過程で、その実施が約束された意見聴取の方法が
コモン・ロー上の公正の要求を充足するものでなく違法であるとした2006
年グリンピース判決の紹介を中心としながら、現代イギリス行政法の一断
面を観察して
(２)
いく。
（２) イギリスの原子力発電をとりまく近時の状況
原油価格の高騰は世界各国の原子力政策に大きな影響を与え、チェルノ
ブイリ原発事故以降は原子力発電利用を抑制する方向に進んでいた先進諸
国が、つぎつぎと原子力発電の積極的利用に政策転換をしようとする傾向
がみら
(３)
れる。イギリスにおいても、「原子力発電のルネッサ
(４)
ンス」という
(１) 日本の審議会の問題については、佐藤英善『経済行政法』（1990年）295頁以下
に鋭い分析がある。
(２) 従来のイギリス行政法学においてコンサルテーション（consultation：本稿で
は意見聴取と訳しておく）が語られる場合、それは大臣や他の政府組織が特定の決
定や命令、さらにはルール・メーキングをなす場合に実施されるものであり、特
に、多くの者に影響を与える決定やルールを作ることに適した手続きの代表的なも
のであるとのコンテクストで語られるのが通常である。そして、コモン・ローは、
事前の意見聴取を一般的義務と位置づけることを知らないといわれるときの意見聴
取は、決定やルール・メーキングに関するものである。このような従来のコモン・
ローの状況のもとで、本稿で検討対象とする意見聴取は、「政策決定」に対する事
前手続としての意見聴取であり、しかも、自然的正義のもとづく「公正」の要請の
もとにおかれるべきとされる意見聴取である。
(３) ヨーロッパにおける原発建設推進への方向転換の象徴が、フィンランドで建設
されている世界最大の発電量を持つオルキロオト（Olkiluoto）原発３号機である。
この原子力発電所は新しい欧州型加圧軽水炉を採用している。この EU各国の共同
開発による原子炉については、この型の原子炉による原子力発電所の建設に対し
て、EU各国別での安全審査手続を軽減することが目指されている点でも注目され
ているが、この原子炉の安全性については専門家の間で評価が分かれている。2009
年10月段階で発生しているオルキロオト原発３号機の建設中の問題について、原子
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表現が、近時の政府のエネルギー政策文書のなかで頻繁に登場するところ
となっている。
イギリス労働党政府が「原子力発電のルネッサンス」という表現で、従
来の原子力発電利用の抑制政策を転換しようとする背景には、次のような
イギリスのエネルギー事情が
(５)
ある。そして、注目すべきは、以下に紹介す
るエネルギー事情予測がほぼ社会全体で共有（その予測への対応策について
は厳しい意見の相違が存在する）されているなかで、本稿で検討する2006年
グリンピース判決が登場してきたことである。
イギリスの電力供給において、1996年にはその30％を原子力発電が供給
していたが、このまま（イギリスの最後の原発建設は1995年に建設されたサ
イズウェル B原発）原子力発電所の新設がなければ2023年には、その割合
が３％の水準に減少する。さらに、イギリスの全電力供給における石炭・
石油火力発電の割合をみると、現在の2009年は15％であるが、EUの CO2
エミッション・ルールに適合するためには、2015年に９基のそれらの発電
所を閉鎖する必要があるとされている。そして、全電力供給におけるガス
火力発電の占める割合は1992年に２％であったものが、現在の2009年は35
％にまで達している。しかし、自国の北海ガス田は枯渇にむかっており、
ロシア・アルジェリア・カタールから輸入しているが、近時のウクライナ
力 eye55巻11号（2009年11月）50頁以下に興味ある紹介がなされている。
(４) P. D. Cameron, The revival of nuclear power:an analysis of the legal
 
implications,J.Env.L.［2007］19（1),p.71.は、このイギリスで、原子力のリバ
イバルが語られることは「驚くべきこと」であるとし、このルネッサンスが許可審
査手続の改正を対象に含むことに注目しておかなければならないと指摘している。
なお、同論文は、イギリスにおいてルネッサンスが実際に始まるためには使用済み
燃料の最終処分問題解決への見通しが不可欠であろうと指摘しており、原子力発電
所の許可手続の改革を論じるイギリスの他の論者の論稿も、同様の主張をしている
ものが少なくない。フィンランドのオルキロオト原発の新設に対する国民的合意
も、同国での最終処分場建設計画が決定されたことと無関係ではないであろう。
(５) イギリスの電力事情については、ザ・タイムズ（ロンドン）2009年４月９日付
け記事、海外電力調査会『海外諸国の電気事業』（2008年）257頁以下等を参照。
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との対立に端を発したロシアによる予告なしのガス・パイプラインの供給
停止事件（2009年１月）は、イギリスの電力安定供給政策に深刻な影を投
げかけ、原子力発電による電力供給確保の必要性の主張を拡大させる作用
を及ぼしている。もちろん、このガス火力発電にも EUの CO2エミッシ
ョン・ルールのプレッシャーが存在する。さらに再生可能エネルギーによ
る発電をみると、現在の電力供給割合は５％（そのうち風力は１％）であ
り、風力発電の拡大に関する最も楽観的見解によれば、2020年には電力供
給の20～30％を再生可能エネルギーによる発電が占めるとの予測が示され
ている（もちろん、風は止まるということを考えれば、風力発電について原子
力発電やガス火力発電のバック・アップが必要になる）。
以上のようなイギリスの電力供給をとりまく状況のもとで、イギリス政
府は2012年から電力供給危機が始まる可能性があるとの予測を示してい
る。そしてこの危機に対応するために、政府は原子力発電の新設が必要で
あるとし、2015年までに８基の原子力発電所の建設を開始して、2017年ま
でに少なくとも１基が原子炉を稼働させるとの計画を発表している。
しかし、イギリスの原子力発電所の建設については、二つの大きな障害
が立ちふさがっている。一つは、日本では想像もできないほどの建設に対
する激しい反対運動の存在である。他の一つは、（既存システムによれば）
原子力発電所の建設に必要な許可手続きに長い時間を要するということで
(６)
ある。
イギリスで初めての加圧水型原子力発電所であるサイズウェル（Siz-
ewell）Bは、1981年１月30日に建設許可申請がなされ、２年後に審問
（inquiry）が開始され、これが２年２か月継続し、その間に開催された審
問日数は340日に及んだ。さらに、サイズウェル Bに類似する手続きが実
(６) この二つのほか、原発新設計画の要になる原子力施設検査官（The Nuclear
 
Installations Inspectorate:NII）などの、原子力発電所の建設・操業の審査に関
わる公的専門スタッフが不足しており、これが原発新設計画に大きな影響を与える
であろうことも指摘されている。
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施されたヒンクリー・ポイント（Hinckley Point）C原子力発電所では、
審問の開始が許可申請から13か月後、そして審問も13か月に及び、その間
の審問日数は182日で
(７)
ある。
空港や原子力発電所のような大規模施設の建設許可手続きについては、
その許可手続期間が長期に及ぶことに強い批判があり、イギリスの「原子
力発電のルネッサンス」は、この手続きの改革なくしては実現しえないと
され、原子力発電の許可手続きに関する有力な改革案が提案されている。
もちろん、このような大規模施設の許可手続きの改革は、ヒースロー空港
ターミナル５建設において申請から許可まで７年（1993～2001年）という
歳月を要したことが問題とされて
(８)
以来、許可手続きに関して政府から複数
の改革レポ
(９)
ートが公表され、2002年以降に田園都市計画法（The Town
 
and Country Planning Act:
(10)
TACPA）などの開発関係法の一部は改正され
るにいたっているが、原子力施設の建設許可手続きには目を引くような改
正はなされていない。
(７) K. Lindlblom and R. Honey, Planning for a new generation of power
 
stations,［2007］J.P.L.,p.844.
(８) ヒースロー空港ターミナル５の建設申請から建設許可決定に至るまで、まず
1995年から1999年の46か月間に524回の審問が開催され、その審問終了後から報告
書が出るまで21か月の時間を要し、この報告書から許可決定がでるまでに８か月が
経過する結果となっている。
(９) なかでも、Barkerレポートが有益な検討をおこなっている（Barker Review
 
of Land Use Planning,2006）。
(10) 審問での審議時間を短縮するために、主検査官が多数の補助検査官を指名し
て、複数の検討事項を順次でなく同時並行的に審議していく等の改正をおこなった
TACPAの改正のほか、国家的プロジェクトに公衆のみでなく自治体の参画を強
化する新しい開発システムを採用した2004年計画・強制収用法（the Planning and
 
Compulsory Purchase Act2004)なども重要である。前者については、K.Lindblom
 
and R.Honey, op. cit.(n.7above)p.848-849.後者については P. Thompson,
Consultation and the Authorisation of Major Infrastructure Projects,［2009］
J.P.L.174,p.174.参照。
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（３) 2006年グリンピース判決の登場
１．2006年グリンピース事件の経緯
2006年７月11日に公表されたイギリス政府の「エネルギー・チャレンジ
検討レポート（The Energy Challenge Review Report）」（以下、「2006年７月
エネルギー・レポート」という）で示された政策決定は、以前の2003年エネ
ルギー白書「我々のエネルギーの将来 低炭素経済の創造（Our Energy
 
Future-Creating Low Carbon Economics）」（以下、「2003年白書」という）
で示されていたエネルギー政策と異なる内容を含んでいた。特に原子力発
電につき2003年白書は、「我々は新しい原子力発電所の建設を提案しない」
との副題を持っており、原子力発電所の増設は支援せず、再生可能エネル
ギー源の発展に努めるものとしていた。そしてこの2003年白書のなかで、
将来において新規の原子力発電所の建設を進める決定をくだすことになれ
ば、その決定のまえに「徹底した意見公募（full public consultation）」を
し、それにもとづいて新たな白書を公表するとのを約束が明白に表明され
ていた。
2005年11月になって政府は、エネルギー・セクターにおける環境の変
化、特に気候変動問題への対応とエネルギー安全保障という観点から、
2003年白書を見直すとの見解を発表したが、見直し作業の過程では国民と
電力企業の株主への広範な意見聴取をおこなうと約束したことで、この約
束によって政府は根本的な政策変更を予定していることを国民に示したも
のと理解された。
そして、この意見聴取の実施のために政府は2006年１月26日に「我々の
エネルギーへの挑戦（Our Energy Challenge）」（以下、「2006年１月意見聴取
資料」という）を公表し、それに対する意見の応答の期限を12週間後の４
月14日とした。この2006年１月意見聴取資料のなかで、エネルギー供給に関
する状況変化によって原子力発電所の新設問題が再検討されることになる
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であろうことが示されていたが、この文書のサマリーでは、この文書が政
策を提案する段階のものではないとの位置づけが表明されている。この
2006年１月意見聴取資料の本文で原子力発電について言及する部分は、個
別のエネルギー問題のなかでは最も分量の少ないものであった。この文書
の「付表」で原子力利用についての言及がなされているが、ここでの記述
は、イギリスの二酸化炭素排出量、エネルギー安全保障、核の拡散と廃棄
物との関連での原子力利用についての言及が中心であった。さらに2006年
１月意見聴取資料には、「あなたの声を届けて下さい」という文言が付さ
れており、政府が意見聴取のための様々な催しを開催することも予告され
ている（原子力エネルギーに関するものも、その催しのなかの一つ）。
そして、2006年７月11日に、環境団体のグリンピースが取消訴訟の対象
とした文書「エネルギー・チャレンジ・レビュー（The Energy Challenge
 
Review）」（以下、「2006年７月エネルギー・レビュー」という）が政府によっ
て公表される。この2006年７月エネルギー・レビューは、その原子力発電
にかかわる記述部分において、将来のイギリスにおけるエネルギーの多様
化という点で原子力発電は新しい役割を果たすものであるとして、政府が
民間による原子力発電所の新規建設を促進すると言明していた。そして、
この文書では、さらに原子力発電所の新規建設に向けて意見聴取をし、こ
れによって出てきた問題については同年末までに白書を作成・公表するこ
とが約束されている。核廃棄物問題について2006年７月エネルギー・レビ
ューでは、この問題は放射性廃棄物管理のレポートを作成するための委員
会によって解決されるであろうことがほのめかされていた。
この2006年７月エネルギー・レビューに対して環境団体のグリンピース
は、原子力発電所の新規建設容認の方向への政策転換は徹底した意見聴取
のあとでのみ行うことを政府自ら約束していたにもかかわらず、そもそも
公衆が理性的な意見を提出するために必要な基礎的情報提供が2006年１月
意見聴取資料で十分になされておらず（このことで、グリンピースをはじめ
とする意見を提出した者の意見の範囲と質が制約されることになった）、しか
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もこの意見聴取期間終了後に出てきた情報・知見を基礎として2006年７月
エネルギー・レビュー中に変更された政策が提示されたことは、上記の約
束に関する法的期待権を侵害するものとして、2006年７月エネルギー・レ
ビューの取消しを求めて出訴に及
(11)
んだ。
この訴訟における争点としては、次のようにまとめることができる。
①原子力発電にかかわる政策は高度の政治性をもっていると考えられ
るが、このような高度な政策問題が司法審査になじむものか。
②そもそも行政過程における意見聴取の不完全・不十分性は、その後
の政策決定や許可決定などの違法を導く性質を有するものであろう
か。
③原子力発電の政策変更に関する意見を公募する2006年１月意見聴取
資料は、公衆が十分な情報にもとづくコメントをすることができる
提案を含む「意見聴取ペーパー（consultation paper）」という内容
を有しえている
(12)
のか。
(11) 訴訟の経緯を最も要領よくまとめているものとして、K.Morrow,On winning
 
the battle but losing the war...,Env.L.Rev.2008,10（1),pp.67-68.（このモロー
論文は、2006年グリンピース事件判決の意義について、若干、消極的な評価をおこ
なっている）。なお、日本でグリンピース事件という場合には核再処理施設ソープ
（THORP)の操業を争った事件 (R.v.Inspectorate of Pollution,ex p.Greenpeace
 
Ltd.(No.2)［1994］4All E.R.329）が想起されるであろうから、本稿で検討対象
とする事件を2006年グリンピース事件と表記した。1994年のグリンピース事件の行
政法的意義については、戒能通厚編『現代イギリス法事典』（2003年）185頁参照
（執筆担当：榊原秀訓）。
(12) 訴えを提起したグリンピースは、2006年意見聴取資料が問題の所在や検討方法
等を問題とする「争点整理ペーパー（issue paper）」でしかなく、政策決定の前提
として不可欠とされる「意見聴取ペーパー」のレベルに達していないと主張してい
た。具体的には、2006年意見聴取資料は、（ⅰ）意見聴取の対象が何かが不明確、
（ⅱ）意見聴取に理性的に応答することを可能にする適切な情報提供の欠如、さら
に（ⅲ）政府の基礎とした情報の多くが意見聴取実施期間中は利用できず、その期
間経過後に初めて利用できるようになった、という理由を挙げて、2006年意見聴取
資料の文書は「争点整理ペーパー」であると主張していた。なお、2006年グリンピ
ース判決に関するコメントのなかには、本判決のなかでサリバン判事が争点整理ペ
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④特定の政策決定について徹底した意見公募を前提とする約束してい
る場合、意見聴取期間経過後に明らかになった事実・情報をも取り
込んで作成されたことを理由として、2006年７月エネルギー・レビ
ューに示される原子力発電の積極的利用に方向転換するとの政策決
定は違法と評価なされうるか。
２．高等法院判決の
(13)
内容
上記の争点に対応する形で、判決の内容を再整理するならば、以下のよ
うに構成することができる。
①「法律の争訟」性（justiciability）
政府は、訴訟で問題とされているのは高度の政策問題であるから司
法審査の対象にならないと主張していた。
判決においてサリバン判事（J. Sullivan）は、たしかに本件文書
（2006年７月エネルギー・レビュー）は高度の戦略的政策文書であるこ
とは認めたが、破られたと主張されている約束も最高度の政策レベル
でなされたものであるから、この問題は司法審査になじむ（justicia-
ble）ものであるとの注目すべき判断を示している。
そして、2006年７月エネルギー・レビューの決定は、原子力発電所
の建設許可のような具体的決定ではないのであるから司法審査になじ
まないとの政府の抗弁に対して判決は、この抗弁は2006年７月エネル
ギー・レビューで示されている政策決定が実質的に原子力発電所建設
に向かう決定的通過点であることを無視するものであるとして、司法
審査の対象としての適格性を有すると判示した。
ーパーの定義を明確にしていないとする指摘がある（例えば、Current  Topics
（June),［2007］J.P.L.p.809）。
(13) R.(on the application of Greenpeace Ltd.)v.Secretary of State for Trade
 
and Industry［2007］EWHC 311（Admin);［2007］Env.L.R.29;［2007］J.P.
L.1314.
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②意見聴取の法的要求と公正
制定法上のルールもしくは定着した手続ルールが欠如していること
で、本件における手続上の不適切さを確定することが困難であるとの
政府の主張に対して判決は次のような判断を示している。
2003年白書が、新しい原子力発電所を建設する方向に政策を変更す
る前に「徹底的な意見公募」を約束しているのであるから、そのよう
な困難性はない。行政機関が一定の行政領域において、そこでなした
約束や行動形式についての明白な実務が採用されている場合、法はそ
れを実施しない正当な理由がない限り、約束や実務を遵守することを
要求
(14)
する。本件では、その約束を遵守しなくてよい理由を政府は示し
ていない。
意見聴取が自然的正義に基づく公正（fairness）による法的要求で
あることはエドワード事件（2004年）の控訴院
(15)
判決で確定しているの
であり、それが公正であるためには、提案が形成過程にある段階で実
施されなければならず、しかも応答のための適切な時間がおかれなけ
ればならない。そして、意見聴取では、理性的な応答が可能となる十
分な情報が提供されなければならず、その応答は誠実に考慮されなけ
ればなら
(16)
ない。さらに、公的になされる意見聴取は意見聴取のための
資料・文書を読んで初めて興味をもった組織や公衆が対応できるもの
になっていなければならない。
この意見聴取が公正であるか否かについては上記の基準を基礎とし
たうえで、個別の事件の特別な事情に応じて判断されることになる
が、本件では、「明白かつ重大（clearly and radically）」な過誤がある
(14) これについては、R.（Nadarajah and Abdi）v.Secretary of State for Home
 
Department［2005］EWCA Civ.1363.が参照判例として引用されている。
(15) R.（on the application of Edwards）v. Environment Agency （No. 1）
［2004］EWHC 736（Admin）;［2004］3All E.R.21;［2004］ Env.L.R.43.
(16) この判示部分は、R. v. North and East Devon Health Authority Ex p.
Pamela Coughlin［2001］Q.B.213.のアプローチに従うものである。
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場合にのみ裁判所は介入する。
なお、原子力発電所の新設に関わる政策決定が問題とされている本
件につき、イギリスが調印しているオーフス条約（the Aarhus Con-
vention）７条は、環境に関連する計画、実施計画、および政策に関
する公衆参画についての定めをおいているが、その後段部分で、「適
切な範囲で、各締約国は環境に関する政策の準備段階で公衆参画の機
会を提供するよう努めなければなら
(17)
ない」と規定している。判決は、
新しい原子力発電所の建設の重要性を考えれば、約束された徹底した
意見公募よりも低いレベルの約束であれば、それはオーフス条約のも
とでの政府の義務と一致すると判断することは困難であるとの注目す
べき見解を示して
(18)
いる。
③2006年１月意見聴取資料は「争点整理ペーパー」か
この文書（2006年１月意見聴取資料）に対して認められている意見聴
取期間が、政府が自らのために作成している意見聴取のためのガイド
ラ
(19)
インで認められた期間の最短期間である12週間であるというばかり
でなく、文書の目的も不鮮明である。そして、原子力発電問題にとっ
て重要な、その経済性に関する情報が欠如しているとともに、使用済
み燃料の最終処分については誤った情報が記載されている。このよう
な2006年１月意見聴取資料は、公衆が十分な情報にもとづくコメント
することができる提案であるべき「意見聴取ペーパー」とはいえず、
その前段階のペーパーである「争点整理ペーパー」である。
(17) ?オーフス条約を日本で実現するNGOネットワーク」による翻訳を使用した。
(18) ただし、本判決はオーフス条約への支持を表明しているが、オーフス条約から
意見聴取のあるべき基準を導いたものではない。
(19) 総理大臣名で2004年に作成された「意見聴取の実施規準 (Code of Practice on
 
Consultation）」によれば、意見聴取の実施期間は12週間以上の期間でおこなうこ
ととされている。それゆえ、12週間という本件意見聴取期間は、この実施コードに
よれば最短期間ということになる。
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④意見聴取の基礎とされなかった情報の利用
2003年白書で重要な問題であることが確認されていた二つの問題、
すなわち「新しい原子力発電所建設の経済性」と「原子力発電所の使
用済み燃料の処理」に関する提案が2006年１月意見聴取資料に含まれ
ておらず、これらを検討するための基礎となる情報・知見は意見聴取
期間が経過したのちに明らかになったものである。この2006年１月意
見聴取資料では、わずかにその附則Aのなかで、使用済み燃料につ
いての検討をしている放射性廃棄物管理委員会の情報が与えられてい
るのみであった。この点につき判決は、2006年１月段階では同委員会
が結論を出していないにもかわらず、最終処分問題を解決できるとの
印象を与えているのであり（この委員会の最終レポートは2006年７月
（11日）エネルギー・レビュー公表後の同年７月31日に出された）、2006年
１月意見聴取資料は誤った情報を提供していると認定して
(20)
いる。
公正という基準は、新しい原子力発電所建設の政策決定がなされる
前に、意見聴取に対応して意見を提出する者に対して、実質的な内容
をもった新しい情報・知見（経済性と最終処分問題）に接して、それ
に対応する適切な機会を与えることを要求する。
この二つの問題に関する実質的な内容が意見聴取の対象にされてい
ないとすれば、約束された徹底した意見公募がなされたとはいえな
い。
裁判所は、以上の①から④の見解を示し、新しい原子力発電所建設政策
(20) この原子力発電所の使用済み燃料の最終処分問題を検討する政府の放射性廃棄
物管理委員会での結論を出すに至る審議過程については、判決は、その時々での委
員長の発言なども引用しながら詳細な認定をおこなっている。判決は原子力発電所
の新設に対する国民的合意を得るにあたって、この最終処分問題の解決が最重要課
題であると位置づけており、この委員会の最終レポートが提供されないままでの公
衆に対する意見聴取は、政府が約束した徹底した意見公募ということにはなりえ
ず、その情報提供なしになされた意見聴取は公正の原則に反すると判示している。
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が決定される前に、徹底した意見公募がなされるとの原告の正当な期待権
が侵害されたとして、原告グリンピースの主張を認めるところとなった。
（４) 行政法における2006年グリンピース判決の意義
１．2006年グリンピース判決の一般的意義
大臣や他の政府組織が特定の決定や命令をおこない、もしくはルールを
作成する前に、様々な形で諮問をすることはまれなことではない。行政に
よる意見聴取（consultation）という手法は、特に多くの者に影響を与え
る決定やルール作成をおこなう場合に組み込まれることが適切と考えられ
る手続きのなかの典型的なものである。しかし、コモン・ローは、決定・
ルールを作成するまえに意見聴取することを一般的義務とはしてきてい
(21)
ない。
しかし、以下の３つの場合には、決定・ルールを作成する事前手続とし
て意見聴取の実施が法的に要請さ
(22)
れる。
第一は、いうまでもなく法の定めがある場合である。消費者保護法
（the Consumer Protection Act 1987）11条や鉄道法（the Railway Act 2005）
33条７項などが代表的なものある。第二に、政府が政策を進めるさいのガ
イダンス等のなかで、意見聴取の実施を定めている場合もある。そして、
第三が、意見聴取の実施について法的期待権が成立していると考えられる
場合である。この期待権については、実施官庁が意見聴取を約束した場合
や、従来から意見聴取を実施する実務を採用してきた場合などには、正当
な理由がなければ期待権の保護が考慮されるべきことになる。本件2006年
(21) P.Cane,Administrative Law,4th ed.,2004,p.171.この趣旨を示す判決とし
て、Bates v.Lord Hailsham［1972］IWLK 1378.
(22) G.Richardson and H.Genn（eds),Administrative Law and Government
 
Action,1994,p171.は、コモン・ローにおいて政府の行為に関連して意見聴取が要
求される場合を３つに分けて整理している。
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グリンピース事件では、政府が徹底した意見公募（the fullest public con-
sultation）を約束しており、裁判所は実際になされた意見聴取が法的期待
権を侵害するものになっていると判断したわけであるが、その基準を具体
的な決定やルール・メーキングに適用したのではなく、政策決定の違法判
断基準に適用した点に、2006年グリンピース判決の特徴がある。もちろ
ん、特定の政策を司法審査の対象にしたこと自体も、従来の政策問題に対
する司法的介入の抑制という傾向からすれば極めて注目すべきことにな
る。
行政過程における意見聴取手続きは行政法上の一つの問題であるとは位
置づけられており、ある決定やルールの作成について意見聴取が法的に義
務付けられていると判断されることになれば、次は、どのような質と量を
もった意見聴取がなされなければコモン・ロー上の自然的正義を基礎とす
る「公正（fairness）」に違反するかが判断されることになる。そして、実
際の意見聴取が公正という基準に反することになれば、この意見聴取を基
礎に作成された決定は違法であり、その取消し、もしくは違法宣言の判決
が出されることになる。
このような意見聴取に関する考え方が、イギリス行政法原理の一部を構
成していることは疑いないが、近時の公的な意見聴取をめぐる状況は大き
な変化のなかにある。それは、空港建設や原子力発電所建設などのような
国家的重要プロジェクトと位置づけられる計画や政策決定に関する意見聴
取の法的位置付けが大きく変化し、高い質をもった意見聴取が法的に義務
付けられる状況が出現してきているということである。この変化によっ
て、環境にかかわる開発プロジェクトの具体的決定や政策・計画決定に対
する訴訟が、適切な意見聴取の欠如を理由とする形で急増するとの見解が
少なからず登場してきている。
この環境にかかわる国家的重要プロジェクの決定に対する訴訟の急増を
予感させる原因の一つをつくっているのが、ここで検討対象としている
2006年グリンピース事件で示された裁判所の考えかたである。そのうえ、
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このグリンピース事件判決の基礎にあるオーフス条約と、この二つの影響
のもとに成立したと言ってよい2008年計画法（the Planning Act 2008）の、
この条約、判決そして法律という三つの場面で登場する意見聴取が、環境
にかかわる国家的重要プロジェクトに対する行政訴訟を急増させるであろ
うとの予測を生じさせているので
(23)
ある。
２．2006年グリンピース判決のコモン・ロー上の意義
原子力発電や遺伝子操作、さらには生殖医療や薬品開発などの、先端科
学技術の使用に対する安全の確保という観点からの行政法規制手法の改革
（工夫）が極めて重要な課題となってきている。近時、それらの技術を利
用する産業の推進行政機関と安全審査をおこなう行政機関の分離という、
高度科学技術使用における国民の安全確保という点で最も重要な改革が世
界的に進められている。ただし、日本の原子力行政についていえば、安全
審査・規制を担当する原子力・保安院が、原子力利用の推進官庁である経
済産業省の中に置かれているという、世界的水準からいえば異常ともいえ
る組織体制は、激しい批判を浴びながらも改革がなされないまま温存され
てきている。このような状況のもとでは、原子力行政過程における実質を
もった国民参加と司法組織による裁判というルートによる統制が大きな意
味をもつことにならざるをえない。しかし、現在の日本において、原子力
行政過程、とくに原子力発電所や再処理工場の建設に対して実施されてい
る国民参加が極めて形式的でセレモニー的なものになっていることは、多
くの批判という形で明らかにされているところである。原子力発電所の立
地に関わる住民投票条例の成立という現象などは、法律レベルで認められ
た住民参加・国民参加がセレモニー的なものに終始してきたことへの反抗
として登場してきているものであると理解される。
以上のような考え方に立つとき、日本の行政法学には、原子力行政に対
(23) J.Maurici,Judicial Review under the Planning Act2008.J.P.L.(2009),p.
499.
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する国民・住民参加（さらに、原子力施設が立地する自治体の参画）を、い
かに実質的なものとしてゆくかの設計図を提示すべきことが緊急の課題と
して提起されていることになる。本稿で紹介している2006年グリンピース
事件の判決は、この設計図を描くについて有益な示唆を与えるものである
と考えられる。たしかに、この判決は手続法的統制という類型に属する司
法的コントロールであり、新しい原子力発電所の実体的政策に直接的な影
響を与えるものではないから、その意義は大きくないとの評価も可能であ
る。
事実、このグリンピース事件の判決に対して日本の電力業界は、この判
決は手続的な領域の問題に関するものであり、イギリスの原子力ルネッサ
ンスという路線自体に影響を与えるものではなく、いわんや日本の原子力
発電にネガティブな影響を与えるものではないとの声明を出している。ま
た、イギリスでも、この2006年グリンピース事件判決をうけた当時の総理
大臣トニー・ブレヤが、「これは、政策にはまったく影響を与えないであ
ろう」との見解を発表
(24)
した。さらに、この判決にもとづいて公的な意見聴
取が再びなされることになったが、グリンピースを始め、有力な原子力発
電所の建設に反対する団体のほとんどが、ブレヤの発言などから、すでに
政府の原子力発電政策は決定済みである等を理由として、再度の意見聴取
から離脱することを宣言した。このことも、手続法的統制の限界を示すも
のといえなくもない。
しかし、2006年グリンピース判決は以下で述べるような、重要な意義を
有していることは疑いない。
まずコモン・ローにおける意見聴取の位置づけでいえば、従来の意見聴
取（consultation）の利用に関する行政の裁量は極めて広く、司法的介入
の入り口は高い位置に設置されていた。しかし、このグリンピース判決
は、まず行政過程における意見聴取の法的意義と基準を、従来の意見聴取
(24) この発言の評価については、K.Morrow,op.cit.（n.11above） p.70.参照
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の必要性と基準を積極的に示してきた判例を純化する形で、より一般的な
形で示すことにより、行政裁量の手続法的統制手法として意見聴取を使用
できることを明快に示した点に意義がある。この点では、オーフス条約を
持ち出すことで、環境にかかわる政策形成について、実定法上の根拠もし
くは以前からの実務や約束が存在していなくとも、徹底した意見聴取をす
る義務が政府にあるとのことを示唆している点は、将来の同種の事件に大
きな影響を与えるであ
(25)
ろう。そして、公的な意見聴取（public consulta-
tion）という場合の「公的」には、グリンピースのような洗練された組織
ばかりでなく、意見聴取資料を読んで初めて興味をもった組織や公衆から
の応答をも想定した意見聴取がなされていなければならないことを意味
し、それに対応する情報と意見聴取期間が提供・設定されていなければ、
コモン・ロー上の公正の要求を充足できないことを示した点にも意義があ
る。
３．オーフス条約と2008年計画法
イ）オーフス条約における意見聴取
従来のイギリスの裁判所は、とくに環境問題に関わる事案について、参
加型民主主義の考え方は事業の進行を阻止するものであり望ましくないも
のと考える傾向があり、それは専門家の判断によるべきものとするテクノ
ラートのパターナリズム・アプローチと呼ばれる考え方をとってきたとい
わ
(26)
れる。しかし、1980年代からの環境に影響を与える大規模施設の建設に
ついての反対運動の高まりは、個々の施設が環境に与える影響などの情報
が行政から開示されないうえに、行政における決定過程への国民参加が認
められないことで生じる不信感によるものであると考えられるようにな
り、行政過程への国民参加の必要性を認識させることになった。
(25) J.Thornton,Greenpeace and the law of consultations.J.P.L.（2007),p.
977.
(26) R.McCracken and G.Jones,The Aarhus Convention,J.P.L.2003,p.802.
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環境にかかわる政策決定や許可手続きの前提としての意見聴取（consul-
tation）の必要性が明確に裁判レベルで意識されるようになるのは1980年
代後半で
(27)
ある。このような流れと並行するかのように、環境に関する市民
の情報へのアクセス、意思決定への参画、司法へのアクセスを保障する施
策の採用を各国に要請するオーフス条約の作成作業が進められていた。こ
のオーフス
(28)
条約は、公衆の参加こそが決定の質を支え、決定の遂行をたす
けるものであるとの考え方を基礎としている。
オーフフ条約７条は、環境に関連する計画、実施計画、および政策に関
する公衆参画を扱っているが、これは政府に公正で透明なフレームワーク
のもとで、上記の計画等の提案を準備する過程に公衆の参画を認める適切
で実効性のある規定を作ることを、各締約国に要請している。なお、同条
約６条は特定の活動に関する意思決定への公衆参画を定めるものである
が、条約の附属書Ⅰによれば、ここにいう特定の活動には原子力発電所を
含んでいるので、この条約の批准国における新しい原子力発電所の建設に
はオーフス条約による公衆参画が要請されることになる。この結果、原子
力発電所の建設がオーフス条約に適合しているといえるためには、すべて
のオプションが公開されたうえで、計画の早い段階での公衆参画が要請さ
れるうえに、公衆が準備をして効果的に参画できるための十分な時間を用
意することが必要となる。この要請は、イギリス政府が進めようとしてい
る審査手続きの短縮化に抵触する部分が出てくることが指摘されて
(29)
いる。
(27) 意見聴取に言及する初期のケースとして、R v.Secretary of State for Social
 
Service,ex p.Association of Metropolitan Authorities［1986］1WLR 1.などが
ある。
(28) このオーフス条約は、1998年６月にオーフス（デンマーク）で作成され、イギ
リスは2005年２月に批准した。この正式名称は、The Convention on Access to
 
Information,Public Participation in Decision Making and Access to Justice in
 
Environmental Mattersである。
(29) K.Lindblom and R.Honey,op.cit.(n.7above),p.855.さらに同条約３条は、
環境に関連する政策決定過程への公衆参画を促進するための援助を要求しており、
その決定に反対している者にも参加を実証的に担保するための政府からの資金援助
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以上のような内容を有するオーフス条約が批准され、そのうえに前述の
グリンピース事件判決が出てくることになれば、とくに国家的大規模プロ
ジェクト施設の建設にかかわる行政過程での意見聴取（consultation）の
位置づけが、従来とは異なる重要性を持つものと意識されるのは当然であ
る。
そして、このような動向のもとで、さらに明確に意見聴取を計画システ
ムのなかに組み込む制定法である2008年計画法が成立する。これによっ
て、現時点での行政法における意見聴取の意義の再定義を要請するオーフ
ス条約、グリンピース判決、そして2008年計画法の３点セットが出そろう
ことになる。
ロ）2008年計画法における意見聴取
2008年計画法（Planning Act 2008）は、国家的に重要な基盤的プロジェ
クト（national significant infrastructure project）に対する新しい許可シス
テムを採用するとこころとなった。同法によって、国家的に重要とされる
基盤的プロジェクトの許可は、まず、そのプロジェクトが、政府の作成し
た新しい国家的政策ステートメント（national policy statements:NPS、以
下では「ステートメント」と略）に適合していることが必要となる。このス
テートメントは、国家的なインフラ開発の対象を設定するとともに、その
開発同意（development consent）の審査を実質的に担当する新設のインフ
ラ計画委員会（Infrastructure Planning Commission:
(30)
IPC）の審査基準とな
る。開発同意は、国家的に重要な基盤的プロジェクトに属する開発のすべ
てに必要とされ、開発同意がなされることで他の計画許可や建設同意など
という検討課題を生じさせる。この問題は、すでにオーフス条約調印前のサイズウ
ェル B原発の建設をめぐって生じていた。現在、例えばスウェーデンでは原子力
発電に反対するNGOに対して政府からの財政的支援がなされているが、この支援
はオークス条約３条に依拠するものである。
(30) この委員会の設置により、主要な基盤的プロジェクトに対する各国務大臣の最
終決定権の内容は、実質的な意義を喪失するであろうと指摘されている。
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が必要とされなくなり（この点は、ドイツ行政手続法75条１項１文後段に定
められている計画確定手続の集中効（Konzentrationswirkung）を想起させる
ものがある）、収用権を当該プロジェクトの事業者に与えることになる。
そして同法について注目すべきは、上記のステートメント（NPS）や開発
同意については、６週間以内の訴訟提起が認められていることである。そ
して、この2008年計画法のもとでの訴訟提起は飛躍的に増大するであろう
と指摘されている理由の一つが、同法の定める意見聴取の要求である（も
ちろん、同法のステートメントは公衆参画のもとで作成されることから、ステ
ートメントを基礎として展開してゆくステーメント以降の行政過程において、
ステートメントで基礎とされた点を問題として取り上げることが制限される設
計になって
(31)
おり、これによりステーメントに対する訴訟が急増すると予想され
るという側面もある）。
2008年計画法は政府に対して、ステートメントを作成・修正するについ
ては適切と考える方法での意見聴取を要求している。さらに、事業計画者
自身への意見聴取とともに、このステートメントがプロジェクトの実現に
ついて特定地域が適合的であるという形態で示されている場合には、その
特定地域が存する自治体や、その隣接自治体に意見聴取をしなければなら
ないとしている。このように意見聴取についての定めを置く2008年計画法
であるが、意見聴取の詳細な実施方法については規定していない。このこ
とから、その意見聴取が不十分で、コモン・ロー上の「公正」の基準を充
足しておらず違法であるとの評価を避けるための最も有力なモデルとなる
ものが、2006年グリンピース判決の意見聴取が「公平」の要請を充足する
ために必要であるとして示した基準で
(32)
ある。
(31) この点も、ドイツの原子力発電所などの大規模施設の建設許可における部分許
可システムを想起させる。ドイツの部分許可については、拙稿「エネルギー政策と
原子力法制」（渡辺重範編『ドイツハンドブック』年所収、1997年）210頁以下等参
照。
(32) コモン・ロー上の「公正」の基準を充足しえる政策決定段階での意見聴取の内
容・水準を形成した判決としては、グリンピース事件の判決とともに、メドウェイ
イギリスにおける先端科学技術政策の手続的司法統制（首藤) 685
（５) 結語
EUにおける環境アセスメント・システムの強化、オーフス条約の批
准、2006年グリンピース判決の登場と定着、そして2008年計画法の成立な
どにより、イギリスにおいては環境に影響を与える国家的プロジェクトの
政策決定については、2006年グリンピース判決が示した水準を有する意見
聴取なくしては、成立した政策に対して訴訟が提起される可能性が増大
し、裁判所もそれを違法と判断する可能性が拡大している。この事態は、
「政治への国民参加から行政への国民参加」の転換が主張された時代から、
さらに「行政への国民参加」自体の質的転換が進行する時代に入ってきた
ことを示しているといえる。単なる委員会や審議会、さらには個別的審問
（inquiry）の形態による国民の部分的意見聴取のシステムから、さらに国
民全体（これに自治体参画を加える必要がある）への意見聴取というシステ
事件の判決（R,（on the application of Medway Council） v.Secretary of State
 
for Transport, Local  Government  and the Regions［2002］EWHC
2516（Admin),［2003］J.P.L 583:［2002］49E.G.123（C.S.））も引用される。
この事件は、イギリスの将来の飛行機による輸送の拡大政策を決定する白書の作成
準備のためになされる意見聴取の資料であった「イギリスにおける航空輸送の将
来：南西部（2020年７月）」のなかには、ガトウィック空港の滑走路の拡張という
オプションが一切含まれていない等を不満として、メドウェイ議会等が運輸大臣を
被告として訴訟を提起した事案である。これについての判決は、ガトウィック空港
の拡張というオプションを排除した意見聴取は不合理・不公正であるとの判断を示
した。このメドウェイ事件の判決をうけて、ガトウィック空港の拡張というオプシ
ョンを含んだ新たな意見聴取がなされた後に、航空輸送の将来に関する白書が公表
された。しかし、この白書についても、意見聴取の対象とされていない事項につい
ての政策が白書で決定されている等を理由として、ロンドン・バラ（自治区）等か
ら白書の取消しを求める訴訟が提起されている（意見聴取に不十分な点があること
を認定したが、結果的に請求は認められなかった）。そして、この事件を担当した
のが、グリンピース事件も担当したサリバン判事である（R.（on the application
 
of Wandsworth LBC）v. Secretary of State for Transport［2005］EWHC
20（Admin）;［2006］1E.G.L.R.91;［2005］8E.G 191（C.S.））。
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ムに移行する試みがなされているのである。もちろん、この国民全体への
意見聴取システムの採用は、審問の負担軽減、もしくは適切な意見聴取が
なされて成立した政策の実施段階での、国民からの異議の提出を制限しよ
うとする
(33)
意図も含まれていることに留意しておく必要があるが、先端科学
技術を利用する大規模施設建設の是非に関する政策立案段階への国民参加
と司法統制という意味で注目にあたいするものである。
(33) プロジェクト自体の必要性や立地場所（政策のなかに立地場所の候補が入って
いる場合）については、意見聴取にもとづいて政策が適切に決定された場合、それ
らの問題については、それ以降の行政過程において国民に異議を申し立てる権利を
制限するということが目指されている側面がある。
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